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中央教育審議会が出した、「21世紀を展望 し
た我が国の教育の在 り方について」(第二次答
申)(平成9年6月26日施行)の 第1章 「一人一
人の能力 ・適性に応 じた教育の在 り方」の中で、
「今後の我が国は、個性が尊重され、真 に豊か
な成熟社会の実現を目指していくことが必要で
あ り」、また 「思いや りや社会性、倫理観、正
義感等の豊かな人間性の育成や、伝統 と文化を
尊重する心を培うなど、時代を超えて価値ある
もの(不 易)を 大切にしていくことが必要」が
述べ られ、「個性尊重の理念には、他者尊重や
社会 との調和の理念が伴う」のであるとする。
今年度のテーマは、多様 な価値観 を持った
人々によって成 り立つ。多文化社会の中で、教
育の中心 ・多様性をいかに培うか、またインク
ルージョンの精神の下でいかに教育が行われる
かが議論されたのである。
1.人 権 尊重 の教 育
第59回国際連合総会で出された、「人権教育
のための世界計画 一第一次フェーズ行動計画
(2005-2007)」によれば、「国際社会は、人権
教育は人権の実現への本質的な貢献をなす もの
であるというコンセンサスを益々表明してきて
いる。人権教育は、すべてのコミュニティ及び
社会全般 において、人権を実現するという、わ
れわれの共通責任についての理解を発展 させる
ことを目的 としている」のであ り、「国際社会
によって合意された、人権教育の定義の諸要素
を提供するこれらの文書に従い、人権教育とは、
知識の共有、技術の伝達、及び態度の形成を通
じ、人権 という普遍的文化を構築するために行
う、教育、研修及び情報であると定義され、以
下を目指す。
(a)人権及び基本的人権の尊重の強化。
(b)人格及び人格の尊厳に対する感覚の十分な
発達。
(c)すべての国民、先住民並びに人種的、民族
的、種族的、宗教的並びに言語的集団の間
の、理解、寛容、ジェンダー平等及び友好
の促進。
(d)すべての個人の、法の支配に統治された、
自由で民主的な社会への効率的な参加の実
現。
(e)平和の構築及び維持。
(f)人間中心の持続可能な開発と社会正義の促
進」。
そのため、「差異の尊重及び認識、人種、性別、
言語、宗教、政治若 しくはその他の意見、国家
的、民族的及び社会的出自、身体的及び精神的
状態、並びにその他に基づ く差別への反対を促
進する」ことが求められている。
平成11年に人権擁護推進審議会答申 「人権尊
重の理念に関する国民相互の理解を深める教育
及び啓発に関する施策の総合的な推進に関する
基本的事項について」において、「人権 とは、
すべての人間が、人間の尊厳に基づいて持って
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いる固有の権利である。人権は、社会を構成す
るすべての人々が個人としての生存と自由を確
保 し、社会において幸福な生活を営むために、
欠かすことのできない権利であるが、それは人
間固有の尊厳 に由来する。 日本国憲法におい
て、人権は、人類の多年にわたる自由獲得の努
力の成果であり、侵すことのできない永久の権
利 として現在及び将来の国民に与えられたもの
であるとされている」のである。
人権教育とは、「学校教育においては、国は、
各学校等での人権教育に係る取組 に資するた
め、(1)適切かつ効果的な指導方法や学習教材
等について資料の収集、調査 ・研究をし、その
成果 を学校等に対 して提供すること、(2)ボラ
ンティア活動などの社会体験や自然体験、高齢
者や障害者等との交流などの豊かな体験の機会
の充実等を図ってい くこと、(3)教員が人権尊
重の理念について十分な認識を持つことができ
るように研修等の一層の充実を図っていく」 と
する。
このように、社会における偏見、差別の問題
を人間教育の視点から見ることが求められてい
る。この答申で注目すべきことは、人権教育、
高齢者や障害者など、社会的に不利益 を受けて
いる人々の教育にまで幅広 くとらえられている
ことなのであって、「発達障害者支援法」(平成
16年12月10日施行)に おいては、「この法律は、
発達障害者の心理機能の適正な発達及び円滑な
社会生活の促進のために発達障害の症状の発現
後できるだけ早期に発達支援 を行うことが特に
重要であることにかんがみ、発達障害を早期に
発見 し、発達支援を行うことに関する国及び地
方公共団体の責務を明らかにするとともに、学
校教育における発達障害者への支援、発達障害
者の就労の支援、発達障害者支援センターの指
定等について定めることにより、発達障害者の
自立及び社会参加 に資するようその生活全般に
わたる支援を図 り、もってその福祉の増進に寄
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与することを目的とする」 と述べ られてお り、
発達障害者の 「自立及び社会参加」が求められ
ている。
「高齢社会対策基本法」(平成7年11月15日施
行)で は、「我が国は、国民のたゆまぬ努力に
より、かつてない経済的繁栄を築 き上げるとと
もに、人類の願望である長寿を享受できる社会
を実現 しつつある。今後、長寿をすべての国民
が喜びの中で迎え、高齢者が安心 して暮 らすこ
とのできる社会の形成が望まれる。そのような
社会は、すべての国民が安心 して暮 らすことが
できる社会で もある」とし、「国は、活力ある.
地域社会の形成を図るため、高齢者の社会的活
動への参加を促進 し、及びボランティア活動の
基盤を整備するよう必要な施策を講ずるもの と
す る。」 と述べ られている。社会の価値観が多
様化する中で、個性が尊重され、一人ひとりの
持っている文化遺産をお互いに認め合う社会が
到来 してきたのである。
2.社 会 的 に不利 益 を受 け てい る入 々の
教育 に関す る国際 的合 意
従来、人権の問題は各国の憲法的保障だけで
十分であるという認識が支配的であった。つま
り自国民の権利を保障するだけで十分であり、
これを国際的合意にまで持ち込むことはあまり
なかった。ただ従来でも、奴隷貿易の禁止 と
いった植民地住民の保護の問題等々の様々な国
際的取 り決めがあったことは事実である。 しか
しここで問題 としている国際的合意は自国の領
土外に住んでいる人々の人権を問題とするので
はなく、国内の自国民の人権の保護を国際的に
負 うという点にある。これは第2次 世界大戦中
のファシズムによる人権抑圧の苦い経験を踏 ま
えて出てきたものであり、人権が守 られている
か どうかの監視を1国の国民にまかせるのでは
なく、各国共通の国際的標準を設け、国際的に
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チェックしようとしたことにある。また、さら
に単にその国の国籍を持った人々の人権だけで
なく、その国に住むすべての人々の人権といっ
た、個人を国籍によって区別するのではなく、
すべて1個 の人間として平等だという思想が求
められるのである。
ここでは社会的に不利益を受けている人々の
人権に関する国際的合意、さらに彼 らの教育に
ついての国際的合意がテーマ となる。その嚆矢
は1948年の 「米州人権宣言」や 「世界人権宣言」
であるように思われる。後者の宣言第2条1「す
べての人々は、人種、皮膚の色、性、言語、宗
教、政治上その他の意見、国民的若 しくは社会
的出身、財産、門地その他の地位又はこれに類
するいかなる事由による差別をも受けることな
く、この宣言に掲げるすべての権利 と自由とを
享受することができる」 とあるように、人種、
民族によって差別を受けてはならないとしてい
るし、また同宣言第26条(教育)2に 「教育は、
人格の完全な発展並びに人権及び基本的自由の
尊重の強化 を目的としなければならない。教育
は、すべての国又は人種的若 しくは宗教的集団
の相互間の理解、寛容及び友好関係を増進 し、
かつ、平和の維持のため、国際連合の活動を促
進するものでなければならない」とあるように、
教育もすべての人々に平等 に与えられねばなら
ないのである。「世界人権宣言」をベースとし
て戦後の国際的合意が出現するようになる。人
種問題関係では、1963年の 「人種差別撤廃宣言
(あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国連
宣言)」、1965年の 「あらゆる形態の人種差別撤
廃に関する条約(人種差別撤廃条約)」があ り、
さらに人種問題と教育と絡めた問題では、1960
年の 「教育における差別を禁止する条約」が挙
げられよう。この条約はユネスコによって提起
され、国連で採択されたものであ り、その中で
特に注 目に値するのは第3条(b)「自国領域内
に居住する外国民に自国民に与えるのと同一の
教育上の機会を与えること」や第5条(c)「国
内の民族的少数者に属する者が、自己の教育活
動を行う権利を承認することが肝要であるこ
と」である。この記述からわかるように、社会
的に不利益を受けている人々の教育について初
めて国際的合意が得 られたのである。これが形
を整えて現れてきたのが、1966年の 「国際人権
規約」である。A規約(経 済的、社会的及び文
化的権利に関する国際規約)第13条(教育)で
は 「締約国は、教育が、すべての者に対 し、自
由な社会に効果的に参加すること、諸国民の間
及び人種的、種族的又は宗教的集団の問の理
解、寛容及び友好を促進すること、並びに平和
の維持のための国際連合の活動を助長すること
を可能にすべきことに同意する」となっている。
またB規約(市 民的及び政治的権利に関する国
際規約)第27条では 「種族的、宗教的又は言語
的少数民族が存在する国において、当該少数民
族に属する者は、その集団の他の構成員 ととも
に自己の文化を享受し、 自己の宗教を信仰 しか
つ実践 し又は自己の言語を使用する権利を否定
されない」とあ り、「教育における差別 を禁止
する条約」の延長上に考えられるのである。
以上述べてきたように、マイノリティという
権利を奪われた人々の教育をどのように保障す
るかが世界の国々の共通の認識 となってくる。
それは国際連合の下、世界の国々と仲良くしよ
うという戦後のわが国の基本方針 と合致するこ
とはいうまでもない。お互いの文化を尊重 しあ
い、平和な世界を求めることが大切であるとい
う共通認識が支配的になる。
3.文 化 的多元主 義 と教育
a.文化的多元主義の概念
文化的多元主義の考え方は、古来ヨーロッパ
をはじめ、複数の民族によって構成されている
国家では、程度の差こそあれ存在 していたが、
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近年、移民国家アメリカ合衆国において活発に
論議 されてきた概念である。多民族国家ゆえに
民族的多様性 を認め合 うことによって国家を形
成 してきたアメリカ人にとって、各民族の文化
を尊重することは必須のことである。最近、
ヨーロッパ やカナ ダ、オース トラリアにおい
て、移民労働者の子弟の教育が問題 となってい
るが、その問題解決にアメリカの実践例が参考
とされる。アメリカの事例 と研究は、今後、世
界の多民族国家にとって大 きな示唆を与えるで
あろう。ここでは主としてアメリカの文化的多
元主義を中心 として述べてみる。
クロス、ハ ッペルらは、アメリカの文化的多
元主義について次のように述べている。
1.アメリカ合衆国において、われわれは、人
種的神話、典型的アメリカ人像 と人種主義
との問の密接な関係 を社会的に無視 してき
た し、また、過去、現在において、地域社
会、国または国際的レベルでの非生産的な
争いを繰 り返 してきた。
2.社会的な争いを生み出すのは、各個人の文
化的相違 ではなくて、文化的相違に対する
反応であるという事実を社会的に無視 して
いた(注1)。
この見解は、アメリカ人がアングロサクソン
的な価値観(WASP)へ と一・元化 され、その
考えが地域、社会、国家、国際的レベルにおい
て、普遍化 してい くことを示唆 している。アメ
リカは、人種のるつぼであり、それが 「1つの
人種」へと形成されていくということと、人種
主義が併存 しているということを示 している。
つまり 「1つの人種」がすべての人種の融合 し
たものではな く、アングロサクソン人種へ とす
り替えしたものであるため、それ以外の人種は、
アメリカ人としては認知 されず、程度の差はあ
るが、差別されていく。
差別は、個 々人の文化的相違 を認め合わない
で、アングロサクソン的なものを最高の価値 と
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することから生まれる。この考え方を補強する
ものとして、人種に関係なく、各人の能力に応
じて社会的階層が規定され、貧富の差 も個々人
に帰すというアメリカ建国以来の理想主義があ
る。すなわち、本来、人種に関係なく個々人の
平等が保障されねばならないにもかかわらず、
人種 による差別が存在することを敢えて無視 し
ている。人種の相違によって、人々の間に差別
が生まれ、貧富の差が生じてくるという状況は
無視され、差別の原因である社会構造が各個人
に帰されているからである。この人種主義的考
え方は、差別を受けているマイノリティ(少数
派、少数民族)の 立場を固定化する以外の何物
でもない。
アメリカにおける文化的多元主義を考える場
合、同化は避けて通れない問題である。新来の
移民たちが、イギリス型文化 ・アングロサクソ
ン型文化すなわちWASPへと文化変容 させ ら
れることが、同化である。
ゴー ドンは、マイノリティの同化 を、文化的
同化 と構造的同化に分類 している。文化的同化
は、マイノリティが生活習慣、行動様式、言語
等を、マジョリティ(多数派)と 同じくするこ
とを示 し、構造的同化は、マイノリティが、マ
ジョリティが支配 している社会制度の 中へ偏
見、差別なく入 り込めることを示 している(注2)。
文化的同化は、比較的容易であ り、二世代、三
世代になると、文化的同化がかなりの程度進む。
それに対 して構造的同化は世代を重ねて もなか
なか容易ではない。ゴー ドンは、更に、アメリ
カにおける同化過程のモデルを、(1)文化的、(2)
構造的、(3)婚姻的、(4)自己肯定的、(5)態度
受容的(偏見を持たない)、(6)行動受容的(差
別のない)、(7)公民的(価 値、権力的対立のな
い)、の7つ に分け、(1)から始 まり、最終的
には(7)の段階までいくことが理想であると
している。
ゴー ドンによれば、異なった民族集団を持つ
多文化社会における教育 一 多様性の涵養とインクルージョンー
文化的に多元な社会 には(1)人種差別型、(2)
同化主義型、(3)リベラルな多元主義型、(4)集
合的多元主義型、の4つ の型が存在する(注3)。
リベラルな多元主義は、人種的、宗教的、言
語的ない し民族的な起源を持った集団を、特定
の人種基準を用いて、法律ないし、政治的な面
で差別することを禁止 している。ここでは人種
であるか らというのではなくて、個人として、
反貧困法規、住宅政策、教育 ・福祉措置を受け
るのである。
これに反 し、集合的な多元主義は、人種、民
族の独自性を認めつつも、人間として一人ひと
りを考えることを求めている。ゴー ドンによれ
ば、今後、教育の方向は集合的多元主義をとる
ことが求められる。
b.オグブの文化的多元主義の概念
マイノリティ(少数派)が なぜ学校教育の中
で、大 きな問題になっているかについて、オグ
ブは次のような様々な理由を挙げている。彼は、
『マイノリティ教育 と階層』の2章 「学校での
黒人 と白人の行動の相違」の中で、「もし黒人
の子どもたちが、学校の中で白人の子 どもたち
と同様の行動 をするならば、社会経済的不平等
は、大幅に消滅するように見える」(注4)と述べ、
多数派の人々の考え方に対 して、真の文化的平
等とは何かを問いかけをし、黒人の子 どもたち
が、学校の中でうまく適応 しないし、良い成績
が取れない原因について、さまざまな視点から
の接近を試みている。彼は、その原因として(1)
文化剥離説、(2)文化葛藤説、(3)制度的欠陥説、
(4)教育機会不平等説、(5)遺伝説の5つ を挙げ
る。次にそれらについて説明してみる。
(1)文化剥離説
文化剥離説によれば、子 どもたちは、彼らが
住んでいる家庭や地域社会か ら学校へやってき
た時、既に文化的に奪われている。結果 として、
彼 らは、言語的認識力で、また社会的発達で遅
れている。表面的には、文化剥離説は、なぜ下
層階級の子どもたちが、学校の中で、中産階級
の子 どもたちと同じような行動をとらないのか
を説明している。黒人の子どもたちの75パー セ
ントは、下層階級であるため、このことは黒人
と白人との関係を意味する。
1960年代後半以降、この立場は、幼児期の教
育におけるプログラム 例えばヘッドスター
トを含む補償教育を普及させ るのに影響力が
あった。このプログラムの目的は、文化的に奪
われた子 どもたちを変化させ、学校の中で、白
人の中産階級の子 どものように行動させ ること
である(注5)。
しかしながら、この説では、なぜ黒人の子ど
もたちが学校の成績が悪いのかについての満足
のい く説明がなされていない。即ち、黒人の児
童期の経験の多くの局面を 「治療すべきもの」
という間違った決め付けをし、仮定された症状
の除去を意図した 「治療プログラム」が出て く
る。これらのプログラムが、一般的にその目的
を達成させるのに成功 しないことがわかったと
しても、これらのプログラムは、政治に左右さ
れるのと同様、一種の教育神話(教 育さえ良け
ればすべて解決する)によって支えられてお り、
黒人居住地区での学校において、状況を変える
有力な方法であ り続ける(注6)、という過ちを犯
しているのである。この考え方によれば、黒人
には、白人にあるものが何か欠けているという、
視点に立って考えられてお り、白人優位論に裏
付けられたものといえよう。
(2)文化葛藤説
文化葛藤説は、黒人の子どもがアメリカの主
流文化 とは異なった文化の中で育ったため、自
己の中で2つ の文化が葛藤 し、学校で良い成績
を取ることが出来ないようになることである。
つまり、彼 らの価値、態度、学習方法は、公立
5ユ
佛教大学教育学部学会紀要 第7号
学校や一般社会のそれらとは異なっているた
め、葛藤を起 こす。
この説の1つ の考え方によれば、学校で良い
成績を取るため、黒人の子 どもたちに、白人の
中産階級のや り方を身につけさせることに関 し
ては、黒人文化を持ったままでは、うまくいか
ないことが強調 される。黒人の子 どもたちは、
自分の生まれ育った黒人文化の中で 「アメリカ
文化」 とは異質なものを身につけていたため、
学校や社会に適応 しにくい。彼 らは、学校入学
以前に知 らなくてはならないことや、一般社会
の言語を身につけていないがために、「恐れ」
を持って学校に行 く。
この説の2つ 目の考え方は、学校でうまくい
かないのは、黒人特有のや り方が真に理解され
ていないということである。教師が彼 らの文化、
態度、価値、言語 と学習方法をよく知らないた
めに、黒人の子 どもたちは、自分たちに適当な
カリキュラムが与えられず、学校生活が失敗に
終わるという結果 となる。この考え方は、白人
が黒人と、より多 くの意志疎通を図ろうと思う
ならば、教師たちは、黒人の文化を理解 し、黒
人のプライドやアイデンティティを増進させる
ような方向で教育が進め られるべきであること
を認識すべきである。例えば、黒人英語で黒人
の子 どもを教育することは、彼らが成人になっ
て一般社会にうまく適応するに十分なことなの
である(注7)。しかしなが ら、この説 も、なぜ葛
藤が生 じているかの理由が深 く究明されていな
いがゆえに、妥当性を欠 く。つまり、文化の相
違の存在が、葛藤や、学校での失敗の説明に必
ず しも結びつかないのである。例えば、幾つか
の移民集団(アラブ人、中国人、フィリピン人、
日本人その他)の子 どもたちは、自分たちが持っ
ている文化がアメリカの中産階級の文化 とたい
そう異なっているにもかかわらず、黒人の子ど
もよりも、学校で成功 しているのはどう説明し
てよいのか分か らない(注8)。
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この説は、前の説のように、黒人に何かが欠
けているという考え方ではなく、そもそも黒人
の文化、態度、価値等々が、白人と違 うという
視点に立ってお り、黒人の持っているものを尊
重するという意味で、一歩前進したものと言う
ことが出来よう。
(3)制度的欠陥説
黒人の子どもが、学校で成績が良 くないのは、
学校が中産階級と上流階級、非マイノリティの
子どものためのものであ り、また不利益 を被っ
たグループの子どもの熱意を抑圧するために作
られているためである。つまり、黒人の子 ども
たちが通う学校は、黒人居住地区に位置 し、そ
のため、生徒のほとんどが黒人で占められ、同
様に、白人の子 どもたちの通 う学校は、ほとん
ど白人で占められているために、この学校は、
人種別に作 られた隔離学校である。これら2種
類の学校は、教師、設備等々で、条件が異なっ
てお り、制度的欠陥によって、人種間の教育条
件の差異が生 じて くる。学校での条件 の不利
は、さらに社会での条件の不利に繋がる。学校
制度そのものが、黒人の子 どものものでないこ
とがわかる。
オグブによれば、現在の白人の中産階級の学
校改革者たち(無学年制学校などの既存の制度
に束縛されない学校 を求める人たち)は 、黒人
の学問的問題の基礎を誤解 しているだけでなく、
教育の目標を黒人が本来持っているものに置い
ていない。白人の中産階級の改革者たちの新 し
い学校改革には、以下の3つ の欠点があると考
えられている。第1に 、伝統的な学校組織、カ
リキュラムと教授技術は、黒人の子どもが学校
で被る不利を解決するには、効果的でないこと、
2番目は、アメリカ社会はたいそう早 く変化す
るので、もはや、子どもたちが学校で教 えられ
る伝統的技術を学習するのには役立たないこと、
3番目は、伝統的学校組織は、子 どもたちの発
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達に合致 したものではないこと、である(注9)。
これに反 し、黒人特に下層階級の黒人は、こ
の問題に関して異なった見方をしている。彼 ら
の観点に立てば、学校での主な欠陥は、学校が、
今 日、白人の中産階級に可能な、良い職業、良
い賃金やその他教育の利点を得るための、特別
な技術を黒人の子 どもたちに与えないことであ
る。言い換えるならば、黒人が求める学校は、
学校内の自由な教授にとどまらず、社会的にみ
て、人種に拘わらず、自由に階層間移動が図ら
れるに必要な構造を持ったものである(注lo)。学
校制度そのものが、黒人をはじめマイノリティ
に不利になっている。それは、WASPを 中心
とする価値観を強制するものであり、 自分たち
の文化から出て くる思考 を重視 しなくては、い
くら立派な自由な学校制度 も、黒人をはじめと
するマイノリティにとっては、意味のないもの
になってしまう。
この説は、子どもたちが通 う学校が、地域社
会により大きく規制され、学校制度の中でいく
ら改革が図られても、社会 ・経済的な背景が考
慮されなければ、問題解決とはならない。
(4)教育機会不平等説
この説によれば黒人の子 どもの行動は、彼 ら
が平等な教育機会を持っていないがゆえに、学
校では、白人の子どもより劣っている。制度的
欠陥を主張する人たちと違い、教育機会 を批判
する人たちは、伝統的な公立学校が適当かどう
かを問題としない。
平等な教育機会は、公立学校教育の主な主張
点であ り続けた。しかし、コールマ ンによれば、
教育機会の平等の意味は、年を経るに従 って、
変化してきている。1964年までに、この概念は、
2つの内容を持っていた。つまり、1つ の地域
社会の中でのすべての子どもは、同じ学校、同
じカリキュラムでも無月謝で教育を受けること
であり、また、学校教育の効果は、この教育機
会の平等を反映しているということである。
しかしながら、すべての子どもが平等な教育
機会を持つべ きだという考え方は、アメリカ文
化の中では、すべての子 どもが、遺伝 によって
決定される、かな りはっきりと固定化された知
能を持っているという考え方と併存している。
後者の考え方は、各人が能力によって、学習の
限界があるということを意味 している(注11)。
このため、1964年以前のアメリカの教育の考
え方は、同じカリキュラムがすべての子どもに
開放されていたにもかかわらず、すべての子ど
もがそのカリキュラムの恩恵に浴しているとい
うことはなかった。この不平等 は、マイノリ
ティと非マイノリティの子 どもの間では、顕著
であったことはよく知られている。
これに対し、1964年以後は、個人の能力を強
調するのではな く、すべての子 どもを、同じ条
件の下で学ばせるには、彼 らの持っている文化
的背景を考慮 しなければ意味がないという認識
が出てくる。
しかし、この説にもいくつかの理由で不適当
なところがある。まず最初に、良い学校環境は、
必ずしも良い成績に繋がらないし、悪い環境が、
必ずしも悪い成績に繋がらないこと。2番目に、
教育機会の平等の概念が狭 くとらえられている
ことである。現在、使われている概念では、学
校教材の理解の平等であ り、非中産階級と非白
人の背景を持った子どもが、学校で白人の中産
階級の子 どものような行動が出来るよう、教材
を使用することである。これらの考え方は、子
どもたちが、学校の中だけに限定 して、最大限
の努力を重ねるということを意味している。 し
かし、子どもたちを、家庭や社会を抜きにして、
学校の中だけで教育するには限界がある。
最後に、教育機会の平等に関して最近の論議
されていることは、効用のみを重視 し、伝統に
無関心なものである。黒人の子 どもの学力の低
さは、不適当な学校教材ないし、劣った家庭環
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境であるというのが論議の中心となっているが、
しかし、これらの論議に欠けているのは、(a)
約100年間、黒人は、劣悪な条件で学校に通い、
この背景が累積 して、今日の彼 らの成績に影響
を与えている。(b)約100年間、教育によって、
黒人と白人との間の、仕事、賃金とその他の利
点のギャップを埋める努力がなされてこなかっ
た、の2点 である(注12)。
以上4つ の考え方の説明をしてきたが、それ
ぞれの説に長所、短所があ り、完全な説は存在
しない。ただ言えることは、従来アメリカの教
育機会の平等の原点は、白人の中産階級の考え
方であり、その視点ですべての教育事象 ・実践
が考えられてきた。しかしながら、1960年代後
半に入ると、黒人をはじめとするマイノリティ
の、学校教育での学業不振が注 目されるように
なり、その結果、子どもたちが持つ文化的背景
を抜きにして教育は考えられないという共通認
識が定着するようになった。
オグブは、制度的欠陥説、教育的平等説を一
歩前進したものとみなしているのは、文化的多
元主義の視点に立てば、評価すべ きであろうと
思われるが、しかしながら、教育的平等説の中
で、「良い学校は、必ず しも良い成績に繋が ら
ない」という考え方に対して、家庭や社会的背
景を重視しなければならないという考え方があ
るにしても、現に、不利益を被 っている子 ども
たちにとって、良い学校環境 は、悪い学校環境
よりも、より有利な学習条件となるということ
を彼はもっと強 く主張すべきだと思う。
オグブは、以上の4つ の説の他 に、(5)遺伝
説を取 り上げている。これはジョンソンの遺伝
説の紹介であ り、人間が生まれながらに持って
いる遺伝的要因を強調しているが、黒人が白人
よりも1.Q.が低いという点1つ を取っても、単
に遺伝だけの問題だけでなく、環境 も大 きく影
響 しているのであ り、紹介したオグブ自身、こ
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の説に対 して疑念を抱いている。この説は、白
人が黒人よりも人種的に優れているという誤っ
た考え方を理論化する危険性を持っているので
あるが、依然としてこの説を支持する白人も存
在することも事実である。
c.ワインバーグの多人種教育の概念
過去半世紀の間、アメリカの学校教育の中
で、人種的多元主義は、多 くの学校で現実のも
のとなってきた。今日、全児童の7分 の1は 多
人種、多民族の公立学校に通学している。 しか
しなが ら、学校の授業の中では、人種差別主義
的な考え方が残存 している。すなわち、教科書
が新 しい時代の流れを取 り入れていない し、カ
リキュラムも依然として、最近の研究を取 り入
れることに時間がかか り、事実上、民族的隔離
が行われている(注13)。
ワインバーグは、過去50年以上にも亘る多人
種教育を3つ に分類 している。1番 目は人間関
係アプローチ、2番 目は人種間アプローチ、3
番 目は人権アプローチである。
(1)人間関係アプローチ
このアプローチは、1920年代から約1世 代の
間行われてきた。この考え方は、忍耐の概念に
基づ く。皮膚の色、言語 と習慣の相違を否定す
る、圧倒的に多い多数派が自分たちの立場を弁
護するための考え方である。この考え方に立て
ば、差別は個人の問題 とされ、個人の努力によ
り差別はなくなるとされる。多数派の人々の生
き方が模範であり、不利益を受けた人たちは、
自己を犠牲にし、すなわち忍耐を重ねることに
より、多数派に同化が可能であるという、現実
よりは理念を重視 した、かつ多数派の利害に基
づいた考え方である。この立場に立てば、教室
の中では、不利益を受けた子 どもたちは多数派
的考え方に同化することが求められ、屈辱的な
自己否定の中で教育を受けることを強 く求めら
多文化社会における教育 一 多様性の涵養 とインクルージョンー
れてい く。
(2)人種問アプローチ
この考え方は、1960年代以前の黒人に対する
偏見を否定するものとして出現 してきた。アメ
リカ社会 において黒人の果たす役割 を再認識
し、黒人の正当な社会参加を求めるものである。
黒人は白人とは生活習慣、行動様式が異なり、
それゆえ学校教育の中で不利益を被っている。
大部分の教室では、白人と黒人の子どもたちは、
それぞれ分離されて教育されていたが、都市の
大規模校では、統合教育が行われていた。
このアプローチも多数派の人たちの自分たち
の立場を守るためのものであることは事実であ
るが、人間関係アプローチよ りは、マイノリ
ティの現状を認識 した、より現実的なものであ
る。このアプローチでは子どもたちは、皮膚の
色によって、能力の違いはないことを教えられ
ている。
(3)人権アプローチ
このアプローチは、社会的に不利益 を受けた
人々の人権を尊重 し、すべてのものが平等に教
育を受けることが出来ることを求めている。黒
人だけにとどまらず、インディアン(ネイティ
ブ ・アメリカン)、アジア系、ヒスパニックな
どすべての不利益を受けた人々が、それぞれの
民族の文化 を持っていることを認め合った上
で、教育がなされる。すべての ものが多数派に
文化的に同化するのではなく、それぞれの文化
を含むアメリカ文化が求められるのである。少
数派を犠牲 にした同化は批判され、統合教育が
模索 される。文化的多元主義の中で教育が行わ
れるということは、人種に関係なく、すべての
ものが平等に社会参加出来るにふさわしい教育
が学校の中で保障されねばならないということ
である。この考え方に立てば、単なる国境、国
籍とは関係 なく、すべての地球上の人たちが平
等に教育を受ける権利があるということを意味
し、すべての人たちが連帯 しなが ら生活するの
である。そのため、先進国だけでなく、第3世
界の人たちも平等に教育の権利を持っているこ
とが認められる。
ワインバーグの3つ のアプローチは、時代が
下るにつれて少数派の権利 を認めてくるという
ものであるが、アプローチの柱 となっているの
は文化である。文化の違いをどうとらえるかと
いう点での相違が強調されている。学校教育に
おいて、人権という問題を取 り扱 うことが重要
視され、子どもたちが選別されることが否定さ
れる(注14)Q
d.教育における文化的多元主義の展望
文化的多元主義の様々な問題点について、
V.マー ゼマンとY.イラムは以下の ように取 り
上げている。
(1)特に文化的 ・言語的な集団間の地位の不均
衡が存在する場合、さらに支配的集団と被
支配的集団が存在する場合、憲法上の規定
は平等又は公平さを保障することに十分で
はない。
(2)多文化的なものが発達 したか、又は人権が
尊重 されるかを測ったり、評価するのはむ
ずか しい。 というのは、寛容や異文化間理
解 を質で判断することは、むずか しいから
である。
(3)一国の文化が歴史的社会的構造の中で既に
確立されているならば、政府の法令によっ
て多文化的な考え方を促進させることは不
可能であろう。
(4)公式の言語についての政策は、多文化教育
的考え方の進展の重要な一部分である。そ
して、そのような政策での教育的枠組みは、
言語的文化的質についてどれほどかかわり
あいを持つかを示 している。
(5)民族集団間の明白な敵意又は服従関係 と
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いった政治的な現実は、政策決定者や教育
者たちの民族的調和への願望よりはるかに
勝るであろう。
これらの点をみると多文化教育を進めること
の困難さがi窺われる。い くら法律的政策的に行
おうとも、民族集団の敵意 ・偏見があるかぎり、
容易ではな く、長い時間をかけて徐々にしか進
展 しないことがわかる(注15)。マーゼマンとイラ
ムは(3)で 「政府の法令によって多文化的な
考え方を促進することは不可能」と言っている
が、筆者は 「不可能」ではな く、「困難」では
あるが解決できると思う。
文化的、言語的、宗教的にすべての人々が平
等に仲よく、自分たちの権利を保障されて生活
が出来、子どもたちは機会均等な教育が受けら
れる社会が必要である。マイノリティと呼ばれ
る社会的、経済的、文化的に抑圧された人々が、
それぞれの国家、地域社会の中で、偏見、差別
なく生活出来ることこそ、未来の社会の理想と
するところである。すなわち、国際化社会にお
いて、国家、地域社会または民族に関係なく、
一個の人間としてそれぞれが基本的人権を尊重
しあって生きていくことが、私見によれば今ほ
ど求められる時代はない。多文化教育はそうい
う視座の下に学校におけるすべての子 どもたち
が持っている可能性 を、各人に固有の文化遺産
を生かすことにより、最大限に伸ばすことを意
図した教育であるといえよう。ワインバーグの
言う人権的アプローチによる社会的不利益を受
けている人々の立場から、すなわち非差別者の
立場から人権教育をすることによって、すべて
の子どもの可能性が伸長できるのである。
は、インクルージョンについて次のように述べ
ている。
「1990年代 という時期 は、大半の人び とがイ
ンクルージョンという言葉が実際に意味するこ
とを、少 しずつ知るようになった時期であった。
インクルージョンは、「統合」や 「隔離」と比
較 して、それとは 「異なる」政策としてしばし
ば定義された。この段階では、インクルージョ
ン概念が、教育でも保健でも社会的ケアでも、
すでに存在 している政策にある程度 『固定化 さ
れ.て』いる。」(注16)
と述べ、インクルージョン政策を実行す るより
も、そのイデオロギーと原理を強調する傾向が
あった。
彼 らはさらに、「い まインクルージョンにつ
いて思考を深め、実行するという成熟 しつつあ
る局面にいる。」と述べている。すなわち、こ
の局面では、インクルージョン概念はグローバ
ルな規模で一貫して、社会政策と教育政策の中
心的な構成要素となっている。「各国政府は、
行政のさまざまな局面において特有のイ ンク
ルージョン政策を明白に追求している」のであ
る。
ソルスタッドは、「公正の概念は、二つの異
なる指示対象に埋め込 まれている可能性があ
る。公正は一方では平等を示 しており、その原
理は、国家のような集権的 ・集中的機関によっ
て実現されるであろう。他方では、公正の原理
は、差異を示してお り、特定の環境 ・地方 ・地
域において実現されるかもしれない。」(注17)と述
べ、公正 には、「平等」 と 「差異」を包括す る
概念が必要であるとする。
4.イ ン ク ル ー ジ ョ ン と イ ン ク ル ー シ ブ
教 育
a.イ ンクル ージ ョン
ハ リー ・ダニエルズ とフ ィリップ ・ガーナー
b.インクルーシブ教育
インクルージョンという概念がすべての人間
の営みの中で、資格、社会正義、個人の諸権利
をもっと確保できる概念として把握する必要が
ある。つまり、インクルージョンという言葉は、
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個々人の権利を認め、その可能性を伸ばすこと
を前提 としていることは言うまでもないが、す
でに出来上がった固定的なものではなく、成長 ・
発展 しつつある概念であるため、絶えず現状を
注視する必要がある。新 しく教員になる人びと
は、教育的、文化的、社会的、医学的に 「差異
のある」 ものとしてみ られている人びとを指導
するように準備 しなければならないからである。
インクルージョンが下か ら上へ積み上げ られた
「生 きた」経験としてはっきりと表現される必
要があるということである。ハ リー ・ダニエル
とフィリップ ・ガーナーは、「政府 と国際機関
の努力は、インクルーシブな思考への道筋を確
保することでは重要であるが、その一方でその
有効性が測定できるのはローカルでの 「闘い」
の場 においてだけである。」と述べ、教育現場
での地道な実践のみがインクルーシブ教育実現
の鍵であるとする(注18)。
ハ リー ・ダニエルズやフィリップ ・ガーナー
は、インクルーシブ教育の問題点を次の6点 に
まとめている。
(1)差異的学習プログラムや分離的集団 ・学級
編成のような、分離学校の生徒だけに向け
られている実践は、インクルージョンの枠
組み内に位置づけられるものとみなせるか。
(2)標準化 された 「全国的」カリキュラムの義
務 は、 もし 「重度の」学習困難 を持ってい
ると称 されている生徒が、最 も基本的なレ
ベルの成績以上にはほとんど進んでいない
とすれば、教育上の偽善的姿勢や道徳的空
虚以外の何 も明らかに していないのではな
いかQ
(3)特別な教育的ニーズ専任スタッフに対する
教育学における個別的な専門的開発は、 ど
の程度、教育的なフル ・インクルージョン
を妨げているのか。
(4)生徒の成績レベルにかかわりなく、すべて
の生徒に適用可能な教育学の共通の原理群
はあるのか。いいかえれば、特別な教育的
ニーズ特有の教育学はあるのか、ないのか。
(5)このような原理 とアプローチは、新任の教
員養成制度のなかで、なぜ明示 されていな
鯖ノ いのか
。
(6)とくに情報とコミュニケーションについて
新 しいテクノロジーへのアクセスは、どの
程度、カリキュラム ・アクセスの重要な要
素になっているのか。また、教師は、特別
なニーズを持つ生徒の可能性を、どの程度
まで最大に開花させることができるのだろ
うか(注19)。
インクルーシブ教育は、学校現場の中で一人
ひとりの子どもの学習権をどのように保障する
かという視点から誕生してきた。しかしながら、
この概念は現在、より広いものとして受け止め
られている。地域社会の中で、人々が共生 して
い くためには、学校 という限られた空間だけで
なく、地域社会全体へ と広げようという動きで
ある。すなわち、対象 とする年齢も児童期 ・青
年期だけでな く、成人期 ・高齢期までも対象と
して、すべての人々がお互いに支えあい、学び
合ってこそ、地域社会が活性化するという考え
方である。幼児から高齢者まですべての年代の
人々がお互いに学習し、お互いを知 り、共に学
ぶ生涯学習の時代 こそ、インクルーシブ教育の
目指すものであろう。
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